
全 住 協 第 １００ 号 

平成２９年７月１２日 

 

会 員 各 位 

 

一般社団法人 全国住宅産業協会 

総務委員長 小 尾   一 

 

港湾法の一部を改正する法律の施行に伴う宅建業法施行令の一部改正について 

 

拝啓  時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、国土交通省から標記についての周知依頼がありましたのでお知らせします。詳細

は下記及び別添資料をご参照ください。                  敬 具  

 

記 

 

１．通知等資料 (1)「港湾法の一部を改正する法律」の施行に伴う宅地建物取引業法施行

令の一部改正について（平成２９年７月７日付 国土動第４２号） 

(2) 宅地建物取引業法施行令 新旧 

(3)（参考１）港湾法の一部を改正する法律 

（官民連携国際旅客船受入促進協定制度） 

(4)（参考２）      〃     （特定港湾情報提供施設協定） 

(5)（参考３）関係条文 抜粋資料 

※各資料は全住協ＨＰに掲載 

２．送付資料 １の(1) 

３．参考ＨＰ (1) 宅地建物取引業法 法令改正・解釈について 

http://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/1_6_bt_000268.html#saikin 

(2) 官民連携国際旅客船受入促進協定制度 関係 

http://www.mlit.go.jp/report/press/port01_hh_000183.html 

(3) 特定港湾情報提供施設協定制度 関係 

http://www.mlit.go.jp/report/press/port01_hh_000169.html 

(4) 「港湾法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」及び「港湾

法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政

令」を閣議決定 

http://www.mlit.go.jp/report/press/port02_hh_000124.html 

４．問合せ先  (一社)全国住宅産業協会 担当：原田 

          ＴＥＬ ０３－３５１１－０６１１ 

   以 上  
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国 土動 第 4 2 号

平 成 2 9 年 7 月7日

一般社団法人全国住宅産業協会会長 殿

国土交通省土地・建設産業局不動産業課

「港湾法の一部を改正する法律」の施行に伴う宅地建物取引業法施行令の一部改正について

本年6 月9日に、 港湾法の一部を改正する法律 （平成2 9年法律第55号。 以下「改正法」

としづ。）が公布され、平成2 9年7月8日から施行される。 これに伴い、 港湾法の一部を改

正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令（平成2 9年政令第1 8 8号）におい

て、宅地建物取引業法施行令（昭和3 9年政令第3 8 3号）について下記のとおり改正が行わ

れ、 平成2 9年7月8日から施行する。

貴団体におかれでも、 貴団体加盟の宅地建物取引業者に対する周知及び指導を行われた

円】
、、、LV

言己

1 . 官民連携国際旅客船受入促進協定制度

改正法による改正後の 港湾法 （昭和2 5年法律第2 1 8号。 以下「改正港湾法」としづ。）

第5 0条の1 8において、官民連携国際旅客船受入促進協定制度が創設される。官民連携国際

旅客船受入促進協定は、官民の連携による国際旅客船の受入れ促進を図るため、旅客施設その

他国際旅客船の受入れを促進するために必要な 港湾施設として国土交通省令で定める も のの

うち、 港湾管理者以外の者が整備するもの （以下「民間国際旅客船受入促進施設」としづ。）

の整備又は管理等に関して、港湾管理者と民間国際旅客船受入促進施設の所有者である民間事

業者等（以下「施設所有者等Jとしづ。）との間で締結されるものである。 当該協定を締結し

た施設所有者等は、この協定に定められた内容に従って民間国際旅客船受入促進施設の整備又

は管理を行う ことが求められる。また、 同法第5 0条の2 0において、 同法第5 0条の1 9第

3項の規定による公示があった 官民連携国際旅客船受入促進協定については、その公示後に施

設所有者等となった者に対しでも その協定の効力が及ぶとされている。



2. 特定港湾情報提供施設協定制度

平成2 8年7月1 日に施行された 港湾法の一部を改正する法律 （平成2 8年法律第 4 5号）

第 4 5条の 4 において、特定港湾情報提供施設協定制度が創設された。特定港湾情報提供施設

協定は、港湾の利用に関する情報の効率的かっ効果的な提供を図るため、港湾管理者以外の者

が所有する案内施設、見学施設その他の 港湾の利用に関する情報を提供するための施設等（以

下「特定港湾情報提供施設」としづ。）について、 港湾管理者が自ら管理する必要があるとき

に港湾管理者と特定港湾情報提供施設の所有者である民間事業者等（以下「特定港湾情報提供

施設所有者等」としづ。）との間で締結されるものである。 この協定では、特定港湾情報提供

施設の管理の方法や協定に違反した場合の措置が規定される。また、同法第 4 5条の6におい

て、 同法第 4 5条の5第3項の規定による公示があった特定 港湾情報提供施設協定について

は、その公示後に特定港湾情報提供施設所有者等となった者に対しでもその協定の効力が及ぶ

とされている。

3. 説明すべき重要事項として規定する法令上の制限の追加

宅地建物取引業法（昭和2 7年法律第1 7 6号）第35条第1 項においては、宅地又は建物

の使用等について法令上の制限がある場合に、購入者等が不測の損害を被る ことを防止するた

め、宅地建物取引業法施行令第3条第1 項で定める法令に基づく制限を重要事項として説明す

るよう義務付けている。

今般、 ( 1 ）改正港湾法第5 0条の1 9第3項に規定する公示があった 官民連携国際旅客船

受入促進協定の対象とされる民間国際旅客船受入促進施設が含 まれる宅地又は建物を購入等

する者が、 当該協定の効力を知らなかった場合、 また（2 ） 港湾法第 4 5条の5第3項に規定

する公示があった特定 港湾情報提供施設協定の対象とされる特定港湾情報提供施設が含 まれ

る宅地又は建物を購入等する者が、当該協定の効力を知らなかった場合、不測の損害を被るお

それがある ことから、改正港湾法第5 0条の2 0及び港湾法第 4 5条の6を新たに説明すべき

重要事項として位置づける改王を行った。


